
１．重要な会計方針
　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法(定額法）によっている。（取得原価と債権金額の差額に
　　　　　　　　　　　　重要性が乏しいため取得時に一括して適用している。）

　（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕入商品の期末在庫に係る仕入相当額とする。

　（３）　固定資産の減価償却の方法
減価償却は定額法により実施している。

　（４）　引当金の計上基準
退職給付引当金…期末の退職給付債務の見込み額(簡便法）に基づきを計上している。

 　(５)　消費税の会計処理
税込方式を採用している。

２．会計の方針変更
特になし。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
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5．担保に供している資産
無し。

６．固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

７．債務保証等の偶発的債務
無し。

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
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９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

貸借対照
表上の記
載 区 分

秩父市
秩父市
国・県 指定正

秩父市等 味財産

１０．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

　　減価償却費計による振替額
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―
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―
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404,875,1346,092,300

5,792,300

29,178,300
78,209,337
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9,343,292

当期
増加額

338,248,536
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当期末残高

5,009,500
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取得額

391,240

減価償却累計額

5,454,362
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315,269,385
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10,000,000

帳簿価額 時　　　　価 評価損益科　　　　　　目

590,916,580

5,344,650

1,341,232,585

大阪府公募公債

2,590,923
構　　築　　物
什　器　備　品

合　　　　　　　　計 12,621,452

12,621,452
経常収益への振替額

補助金の名称

    地場産センター補助金
    産学官連携等事業補助金

120,100,000

内　　　　　　　　　容 金　　　　　額

合　　　　　計 18,713,752

合　　　　　　　　　　計 129,443,292

車　輌　運　搬　具

建　物　附　属
30,714,000
80,800,260

317,796,470建　　     　物 633,065,855

彩の国みらい債　　H27 ＃1

彩の国みらい債 　H27 #2
利付国債 　#143
利付国債　＃268 45,554,362

電　話　加　入　権

40,100,000

1,002,984,049
391,240

30,000,000

彩の国みらい債　　H25 ＃2 1,000,000 999,419 △ 581

―



１．基本財産及び特定資産の明細
　　　財務諸表の注記に記載している。

２．引当金の明細

附　属　明　細　書

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

0

当期末残高

小　　　　　　　計 14,270,661 945,425 190,320 15,025,766

退職給与引当金 14,270,661 945,425 190,320 15,025,766


